
 

 

山口県宅老所・グループホーム協会 経理規程 
 
（目的） 
第１条 この規程は、一般社団法人山口県宅老所・グループホーム協会（以下「当法人」という。） 
の経理の基準を定め、適切な経理事務を行い、支払資金の収支の状況、財政状態及び経営成績 
 を適正に把握することを目的とする。 
 
（経理事務の範囲） 
第２条 この規程において経理事務とは、次の事項をいう。 
 （１）会計帳簿の記帳、整理及び保管に関する事項 
  （２）予算に関する事項 
  （３）金銭の出納に関する事項 
  （４）財務に関する事項 
  （５）資産・負債の管理に関する事項 
  （６）決算に関する事項 
  （７）会計監査に関する事項 
  （８）税務に関する事項 
  （９）契約に関する事項 
 
（会計処理の基準） 
第３条 会計処理の基準は、法令及び定款並びにこの規程に定めるもののほか、一般社団法人 
 の会計基準によるものとする。 
 
（会計年度及び計算書類） 
第４条 当法人の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 
  ２ 毎会計年度修了後、２カ月以内に次の計算書類を作成しなければならない。 
 （１）貸借対照表 
 （２）財産目録 
 （３）損益計算書 
 
（会計責任者及び出納員） 
第５条 当法人の経理事務に関する責任者として、会計責任者を置く。会計責任者を事務局長 
 と呼ぶことができる。 
 ２ 第２条第３項の出納業務については、会計責任者に代わって一切の出納業務を行わせる 
  ため、出納員を置くことができる。 
  ３ 会計責任者及び出納員は、理事会の承認を得て会長が任命する。 
 ４ 出納員を設けた場合には、会計責任者は出納員を監督しなければならない。 
  ５ 会計責任者は、毎月末日における預金残高の内訳を調査し、会長に報告しなければ 
    ならない。 
  ６ 会計責任者は、理事会の都度、前月末現在の残高試算表を作成し報告しなければならない。 
 
（記録及び計算） 
第６条 当法人の会計は、その支払資金の収支状況、財政状況及び経営成績を明らかにする 
 ため、会計処理を行うにあたり、正規の簿記の原則に従って整然かつ明瞭に記録し、計算 
 しなければならない。 
 
（勘定科目） 
第７条 勘定科目は、別表一のとおりとする。 
 
（会計帳簿） 
第８条 会計帳簿は、次のとおりとする。 
 （１）仕訳伝票 
 （２）預金出納帳 
 （３）総勘定元帳 
 （４）小口現金出納帳 
 （５）固定資産管理台帳 
 （６）前払金台帳 
 （７）未払金台帳 
 （８）預り金台帳 
 ２ 会計帳簿は、必要に応じて、適宜追加するものとする。 
 ３ 仕訳伝票は、会計伝票をもって代えることができる。 
  ４ 会計責任者は、適宜会計帳簿の記録が総勘定元帳の記録と一致していることを確認し、 
    会計帳簿の正確な記録の維持に努めなければならない。 
 
（会計伝票） 
第９条 すべての会計処理は、会計伝票（収入伝票、支出伝票）により処理しなければならない。 
 ２ 会計伝票は、勘定科目、取引年月日、数量、金額、相手先及び取引内容を明らかにして 
  整理保管するものとする。 
 



 

 

（会計帳簿の保存期間） 
第１０条 会計に関する書類の保存期間は、５年間とする。 
 
（予算） 
第１１条 当法人は、毎会計年度、資金収支予算書を作成する。 
 
（予算の事前作成） 
第１２条 前条の予算は、事業計画に基づき毎会計年度開始前に会長が編成し、理事会の承認 
 を得たものを定時社員総会にかけて、議決しなければ執行できない。 
 
（補正予算） 
第１３条 予算書の作成後に生じた事由により、予算に著しい変更を加える必要がある場合 
 には、会長は、補正予算書を作成して理事会に提出し、その承認を得なければならない。 
 
（決算） 
第１４条 会計責任者は、毎事業年度修了後２カ月以内に第４条第２項に定める計算書類案を 
 作成し、会長に提出する。 
  ２ 会長は、前項の書類を点検し、監事の監査を受けた後、監査報告書を添えて理事会に 
  提出し承認を受けなければならない。 
  ３ 理事会の承認を受けた決算書類は、速やかに定時社員総会に諮り、承認を受けるものと 
    する。 
 
（契約事項） 
第１５条 契約は、会長又はその委任を受けた者（以下「契約担当者」という。）でなければ 
 これをすることができない。 
  ２ 会長は契約担当者を指名することができる。 
  ３ 契約に担保物件が必要な場合は、会長は理事会の承認を得なければならない。 
     
（契約金額） 
第１６条 契約金額および１回の支出金額が１００万円を超えるものについては、会長は、契約 
 前に理事会の承認を受けなければならない。 
  ２ 契約金額および１回の支出金額が５０万円を超えるものは、会長の決裁を必要とする。 
 ３ 契約金額および１回の支出金額が１０万円を超えるものは、会長もしくは副会長の決裁を 
  必要とする。 
 
（契約書の作成） 
第１７条 契約担当者は契約書を作成するものとし、契約者の名称、契約の目的、契約金額、 
 履行期限及び契約保証金に関する事項のほか、次に掲げる事項を記載しなければならない。 
 ただし、契約の性質又は目的により該当のない事項については、この限りでない。 
 （１）契約履行の場所 
 （２）契約代金の支払い又は受領の時期及び方法 
  （３）監査及び検査 
 （４）履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅滞利息、違約金その他の損害金 
  （５）危険負担 
  （６）かし担保責任 
  （７）契約に関する紛争の解決方法 
  （８）その他必要な事項 
 
（契約書の省略） 
第１８条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、契約書の作成を省略することが 
 できる。 
 （１）契約金額が５０万円を超えない契約をするとき。 
 
（規程の改廃） 
第１９条 この規程の改廃は、会計責任者の上申に基づき、理事会の承認を得て行うものと 
 する。 
 
（その他の重要事項） 
第２０条 この規定に定めのない事項については、当法人の理事会の協議によって定める。 
 
          附則 
          この規程は、平成２７年 ８月 ６日から施行する。 
 
 



　別表一

勘 定 科 目 備　　　考

現 金

普 通 預 金

仮 払 金

前 払 金

未 払 金

預 り 金

短 期 借 入 金

前 受 金

仮 受 金

受 取 会 費

実 践 者 研 修 事 業 収 入

実践者リーダー研修事業収入

記 念 講 演 事 業 収 入

受 取 利 息

雑 収 入

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

消 耗 品 費

印 刷 製 本 費

賃 借 料

諸 謝 金

委 託 費

支 払 手 数 料

雑 費

給 与

法 定 福 利 費

福 利 厚 生 費

支 払 報 酬

会 議 費

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

消 耗 品 費

賃 借 料

諸 謝 金

租 税 公 課

支 払 手 数 料

諸 会 費

広 告 宣 伝 費

交 際 費

車 両 費

リ ー ス 料

レ ン タ ル 料

修 繕 費

保 険 料

水 道 光 熱 費

減 価 償 却 費

雑 費

法 人 税

住 民 税

資　　　産 流動資産

分　　　　　類

負　　　債

経常増減

特別増減

流動負債

経常収益

経常費用（事業費）

経常費用（管理費）
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